
飲食店及び宿泊業に対する
受動喫煙防止対策に係る
アンケート調査結果

資料２

１ 調査項目
① 施設の種別／経営形態

② 働いている方の数（シフト制の場合、同時就業する最大数）

③ 客席数（飲食店）／客室数（宿泊業）

④ 現在講じている受動喫煙対策

⑤ 従業員向けの受動喫煙防止対策

今後考えていること

対策を講ずる上での課題

⑥ 厚生労働省の受動喫煙防止対策助成金について

認知度、利用の有無

利用に際してのネック

⑦ 未成年従業員の受動喫煙防止対策

⑧ 受動喫煙防止対策についての要望

従業員からの要望

顧客からの要望



① 施設の種別／形態

専門料

理店

32%

食堂・レ

ストラン

30%

パブ・居

酒屋

15%

そば・う

どん店

8%

喫茶

4%

ファスト

フード

3%
その他

8%

飲食店（n=92）

旅館

82%

ホテル

18%

宿泊業（n=28）

② 同時に働いている方の数

3人以
下

37%

4～5人
36%

6～10
人

18%

11人以
上

9%

飲食店（n=92）
［中央値：5.0人、平均値：7.7人］

20人以
下

39%

21～50
人

18%

51～
100人
22%

101人
以上

21%

宿泊業（n=28）
［中央値：42.5人、平均値：68.7人］



20室以
下

21%

21～50
室以下

18%

51～100
室以下

47%

101室以
上

14%

宿泊業（n=28）
［室数中央値：68.5室、平均値：68.5室］

③ 客席数／客室数

20席以
下

19%

21～50
席以下

39%

51～
100席
以下

29%

101席
以上

13%

飲食店（n=92）
［中央値：47.5席、平均値：66.7席］

100人以
下

21%

101～
300人以
下

42%

301～
500人以
下

25%

501人以
上

12%

［宿泊可能数中央値：183.5人、
平均値：278.5人］

全面禁

煙

4%

禁煙室

あり

39%
禁煙フ

ロアあり

25%

その他

14%

対策実

施せず

18%

宿泊業（n=28）

［客室］

④ 現在講じている受動喫煙対策

全面禁

煙

16%

客席内

禁煙＆

喫煙室

5%

客席内

分煙

12%

時間分

煙

10%
その他

6%

対策実

施せず

51%

飲食店（n=92）

全面禁

煙

14%

建物内

禁煙＆

喫煙室

18%

建物内

分煙

53%

その他

11%

対策実

施せず

4%
［客室以外の場所］



⑤-1-1 従業員向けの受動喫煙防止対策として
今後考えていること（飲食店）

全面禁煙
［15］

客席内禁煙＆喫煙室
［5］

客席内分煙
［11］

時間分煙
［9］

その他
［6］

対策実施せず
［47］

すでに全面禁煙なので、追加の対策は必要ない
［18］

全面禁煙ではないが、追加の対策の予定はない
［33］

来店客用の喫煙室を設置する
［0］

従業員用の喫煙室を設置する
［4］

客席は禁煙にしないが、換気装置など粉じん濃度低減策を実施

［4］

客席内分煙とする
［12］

時間分煙とする
［6］

その他
［16］
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1

1

4

5

2
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5

1
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2

4
15

1

2

4

8

13

1

⑤-1-2 従業員向けの受動喫煙防止対策として
今後考えていること（宿泊業）

全面禁煙
［4］

建物内禁煙＆喫煙室
［5］

建物内分煙
［15］

その他
［3］

対策実施せず
［1］

すでに全面禁煙なので、追加の対策は必要ない
［0］

全面禁煙ではないが、追加の対策の予定はない
［10］

客室以外の場所に宿泊客用の喫煙室を設置する
［5］

従業員用の喫煙室を設置する
［3］

喫煙フロアを導入する
［3］

飲食・宴会スペース等を時間分煙とする
［0］

その他
［6］
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⑤-2 従業員の受動喫煙防止対策に際しての課題

51%

29%

28%

16%

8%

4%

2%

顧客の喫煙要望を断れない

売り上げが減少するおそれがある

喫煙室を設置する場所がない

喫煙室を設置する資金的余裕がない

その他

消防法に抵触するため、室設置や、全面仕切りができない

喫煙室の設置に、店舗の貸し主の理解が得られない

飲食店（n=92）

61%
39%

32%
11%

7%
4%
4%

0%

顧客の喫煙要望を断れない

喫煙室を設置する場所がない

喫煙室を設置する資金的余裕がない

建築基準法に抵触するため、閉鎖型屋外喫煙所が作れない

消防法に抵触するため、室設置や全面仕切りができない

売り上げが減少するおそれがある

その他

喫煙室設置に、建物の管理者等の理解が得られない

宿泊業（n=28）

⑥-1 厚生労働省の受動喫煙防止対策助成金について

知って

おり、利

用を検

討して

いる

12%

知って

いるが、

利用は

考えて

いない

50%

知らな

い

38%

飲食店（n=92）

知って

おり、利

用したこ

とがあ

る

11%

知って

おり、利

用を検

討して

いる

48%

知って

いるが、

利用は

考えて

いない

26%

知ら

ない

15%

宿泊業（n=28）



⑥-2 助成金の利用に際してのネック

41%
30%

14%
14%

5%
3%

2%
0%

喫煙室等の設置場所以外を全面禁煙とすることが難しい

助成率（1/2）が低い

助成上限額（200万円）が少ない

喫煙室等の性能要件が厳しい

事業完了後5年間の財産処分制限が支障となる

排気ダクト工事等に関し、建物の管理者の理解が得られない

その他

必要だが認めてもらえない経費がある

飲食店（n=92）

57%
36%

32%
18%

7%
0%
0%
0%

助成率（1/2）が低い

宴会場等を全面禁煙とすることが難しい

助成上限額（200万円）が少ない

喫煙室等の性能要件が厳しい

その他

必要だが認めてもらえない経費がある

排気ダクト工事等に関し、建物の管理者の理解が得られない

事業完了後5年間の財産処分制限が支障となる

宿泊業（n=28）

⑦ 未成年従業員が喫煙場所に立ち入る業務

ある

13%

ない

53%

未成年

従業員

はいな

い

34%

飲食店（n=92）

ある

21%

ない

54%

未成年

従業員

はいな

い

25%

宿泊業（n=28）



⑧-1 従業員からの受動喫煙防止対策の要望

ある

2%

ない

89%

無回答

9%

飲食店（n=92）

ある

4%

ない

96%

宿泊業（n=28）

⑧-2 顧客からの受動喫煙防止対策の要望

ある

8%

ない

87%

無回答

5%

飲食店（n=92）

ある

36%

ない

64%

宿泊業（n=28）


